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区画整理事業スタート２

７年、現在工事中のＡ街区

は、権利者の合意もなく平

成２５年ビル解体に見切り

発車し、現在まで７棟のビ

ルを解体、なお１棟残され

ています。加増みつ子市議

は「市長自身が権利者と真

摯な協議を」（２０２０年３

月議会）と求めましたが市

長は拒否しています。総事

業費の中の１６６億円投入

（２０１９年度末）したも

のの、大幅な遅れで事業費

は膨らむばかりです。今回

６回目の事業計画見直し

で、総事業費は約１９９億

円に、区画整理事業終結ま

で更なる事業費拡大が予想

されます。 

ズサンで合意なき開発を

推進し、巨額に事業費膨張

をまねいた市長の責任が問

われます。 

６
月
定
例
市
議
会
の
主
な

議
案
は
、
「
新
型
コ
ロ
ナ
感
染

症
」
対
応
な
ど
の
一
般
会
計
補

正
予
算
案
。 

「
取
手
駅
西
口
開
発
Ａ
街

区
」
造
成
な
ど
４
件
の
工
事
・

戸
頭
終
末
処
理
場
跡
地
売
却

の
契
約
議
案
。 

「
新
型
コ
ロ
ナ
」
に
関
す
る

国
民
健
康
保
険
・
介
護
保
険
税

条
例
改
正
案
な
ど
、
大
幅
に
削

減
さ
れ
た
審
議
時
間
の
中
で

の
審
議
で
す
。 

６月８日、茨城県は外出自粛・休業要請をすべて

解除しました。取手市立小中学校の通常登校も始ま

り各種公共施設も例外を除き開館されました。 

その中で取手市議会は、会期を５日間に縮小。す

べての議案・請願の委員会審議省略、議案への質疑

は一人３分、一般質問を３０分に半減。その上「『新

型コロナ』の質問禁止」の異常な議会です。 

西
口
開
発
な
ど 

工
事
と
市
有
地
売
却
契
約
議
案
を
審
議 

「
新
型
コ
ロ
ナ
」 

 
  

  
  

 
 

対
応
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算
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億
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千
万
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付
金
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５
億  
市
費
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千
万
円 

緊
急
か
つ
速
や
か
な
対
策

「
自
粛
と
補
償
を
一
体
に
」

と
、
国
民
の
世
論
と
運
動
で

10
万
円
給
付
も
手
元
に
届
き

始
め
ま
し
た
。 

市
の
具
体
的
な
対
策
は
、
６

月
議
会
の
補
正
予
算
案
に
市

民
の
声
が
生
か
さ
れ
、
子
育
て

世
帯
や
中
小
事
業
者
向
け
支

援
予
算
が
計
上
さ
れ
、
や
っ
と

動
き
始
め
ま
し
た
。 

日
本
共
産
党
議
員
団
は
、
市

長
が
５
月
22
日
に
「
新
型
コ

ロ
ナ
」
対
応
の
補
正
予
算
案
を

示
す
前
か
ら
、
臨
時
議
会
の
招

集
、
暮
ら
し
と
経
営
を
守
る
対

策
の
速
や
か
な
実
施
を
求
め

て
き
ま
し
た
。 

６月議会上程の工事契約議案 

西口開発Ａ街区造成工事２件  ３億８千万円 

 ２億６千万円 

宮和田小学校大規模改造工事  ７億２千万円        

椚木消防署大規模改造工事   １億８千万円        

旧戸頭終末処理場跡地売却   ４億９百万円 

 子育て世帯生活応援               
●児童手当に上乗せ１５才まで１人当たり１万円（所得制限なし） 

総額 １億２２００万円 

●ひとり親世帯応援臨時給付金１世帯２万円（所得制限なし） 

      総額     １８００万円 

●要保護・準要保護児童の給食１日３００円支給 

総額   １２８０万円 

 経済支援対策                  
●商工業者への給付金 

（国の持続化給付金対象外５０％～３０％減収迄拡大） 

    中小企業２０万円（上限） 個人事業主１０万円（上限） 

       総額 １億４７００万円 

●テイクアウト販売事業者支援 

1 食当り上限３００円（補助率 1/2）（５.２２市長専決処分） 

    感染拡大防止（５月２２日市長の専決処分で実施） 

▼ 市民への消毒液配布 

（除菌電解水給水器購入・消毒液無料配布） 

▼ 小中学校に空気清浄機設置 

（保健室・放課後子どもクラブ室） 

▼ 災害時の避難所環境整備 

（避難所開設時の衛生環境整備備品購入） 

ズサンな計画・無駄遣い改め生活重視へ転換を 

 

取手駅西口開発 １７６億から１９９億円に 

とめどなく膨れ上がる総事業費 

タワーマンション建設計画

とそれへの公共施設導入など、

駅前整備への市税投入はとど

まるところを知りません。 

今議会には、２件合わせて６

億３千万円のＡ街区造成工事

契約議案が上程され、駅前一極

集中の税金投入は、さらに市民

生活を圧迫し続けることにな

ります。 

６月取手定例市議会  

（６月８～１２日） 

建築後３６年が経過、大規模

改造される椚木消防署 

解体進む取手駅西口前の

ビル群（６月７日撮影） 

学校再開へ、６月８日通常登校が始まった市内小学校 
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日程で議会は開会。請願（「議会運営

委員会協議事項」決定の白紙を求め

る）も、８日本会議で不採択となり

ました。 

取手市議会は、「議会災害対策会

議」や、議会開会前の市長の議案説

明などオンライン会議を進めてき

ましたが、どれも非公式な会議で、

議会の議事録に掲載されません。市

民に開かれた「公開の原則」や、取

手市議会基本条例、地方自治法から

見て市民の市議会への疑問は募り

ます。 

取手市戸頭 篠田 孝光 

６月市議会の正常な運営を求め

る署名（ネットも合わせ）は、８日

の議会開会までに７００人余が寄

せられました。５月２５日に第１次

分を提出し、議長、副議長、議会運

営委員長同席のもと、市民３グルー

プがそれぞれの議会請願と要請書

を提出し協議しました。議会が「感

染防止対策に配慮し、十分な議論の

場を保障する事」「『新型コロナ』２

波､３波への備えに大事な議会」と

主張し、決められた議会の日程見直

しを要請しました。 

聞き入れられず予定通りの自粛

← 東京新聞６月５日付 

本会議で意見陳述する「いばらき

原発県民投票の会」の徳田太郎共

同代表＝県議会で（東京新聞より） 

議会でのオンラインの活用は、憲法と地方自

治法に基づき二元代表制の一翼を担う地方議会

の権能を強化し、主権者である市民の付託に応

える開かれた民主的議会をつくる為のツールと

して活用されるべきものであり、決してそれら

を後退させるものであってはなりません。感染

拡大防止に配慮し、文化・芸術・くらし・産

業・医療・行政と政治のあらゆる分野でのオン

ラインの活用は歓迎できるものもあり、それに

反対するものではありません。

しかし、６月開催の取手市議会は、感染拡大へ

の配慮を名目に、議会のオンライン対応で日程

の大幅縮小、議員の質問・質疑を制限し、一般質

問は「コロナ質問禁止」を多数決で決めました。

「市政のすべての事務を質す」とする、地方自治

法が議員に保障する質問権の内容に立ち入り、

禁止するという事態が、オンライン会議を根拠

に行われ、議会の権能を明らかに低下させる結

果を招いています。 

日本共産党議員団は、平常時はもとより、感染

症及び自然災害時においても議会制民主主義の

発展を大前提としたオンラインの活用を求めて

います。 

「コロナ禍」での市議会の責務

は、市民の命と暮し・営業を守るこ

と、第２波､第３波への備えの十分

な議論と対策を行政に実行させる

事。しかし、議会運営委員会（岩澤

信委員長）は、議会日程、質問時間

を大幅に減少｢補正予算｣等質疑は

僅か３分、「コロナ質問禁止」など自

公・維新の多数で決定。齋藤久代議

長（公明）の命により質問通告を受

け付ける事務局は内容に立ち入り

チェックする異常な干渉を行いま

した。 

「質問制限」は 

地方自治法・会議規則に違反 

一般質問は、議員の最も大事な権

限であり「市の一般事務についての

質問はいかなる理由があっても制

限されない（地方議会運営辞典）と

され、「コロナ質問禁止」は議員の発

言権を保障する地方自治法に違反

します。都合の悪い質問を多数で封

じることに繫がります。 

県議会初日、東海第二原発の再稼働の

是非を問う住民投票の条例案が大井川

知事の意見書を添えて提出され、直接請

求による県民投票の可否について県議

会の議論が始まりました。 

知事の意見書では、再稼働

の是非は「安全性の検証と実

効性ある避難計画の策定に

取り組み、県民に情報提供し

た上で、県民や市町村、県議

会の意見を聴いて判断する」

としました。意見を聞く方法

については「県民投票を含め

様々な方法があることから、

慎重に検討していく必要が

あると考えている」とし、賛

否を示しませんでした。署名

を集めた「いばらき原発県民

投票の会」共同代表も意見陳

述を行い「東海第二原発の再

稼働は、社会的にも、経済的

にも、私たちの生活や茨城の

未来に大きな影響を及ぼす

事柄です。多くの県民が、茨

城の未来をもっと考えたい、

ともに話し合いたい、私も選

びたいと待っている」と訴え

ました。 

１８日には２つの常

任委員会による「連合

審査会」が開かれ、市民

グループの代表者や有

識者、資源エネルギー

庁や原子力規制庁の職

員など参考人が意見を

述べる予定です。議会

最終日の２３日本会議

で採決が行われます。

県議会構成は、原発推

進の自民党が多数を占

めていますが、再稼働

合意が必要な６市村長

の立場もそれぞれで

す。来年は県知事選挙も

あり、知事や自民・公明

の原発再稼働に対する

姿勢が注目されます。 

９日一般質問に立つ加増みつ子市議 

６
月
18
日

連
合
審
査


